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北海道緊急時避難円滑化事業費補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 北海道緊急時避難円滑化事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、特別会

計に関する法律（平成１９年法律第２３号）、特別会計に関する法律施行令（平成１９年政令第１２

４号）、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金交付規則（昭和５５年科学技術庁・通商産業省告示

第３号）、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金運用の手引き及び北海道補助金等交付規則（昭和

４７年北海道規則第３４号。）の定めによるほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （交付の目的） 

第２条 この補助金は、原子力災害対策指針（平成２４年１０月３１日原子力規制委員会決定。以下 「指

針」という。）に定める施設敷地緊急事態又は全面緊急事態に備え、住民等の円滑な避難又は一時移

転を確保するために必要な措置に要する経費を補助することによって、原子力防災対策の一層の充実

・強化を図ることを目的とする。 

 

 （交付対象及び補助率等） 

第３条 北海道知事（以下「知事」という。）は、原子力発電施設の周囲概ね３０キロメートルの区域

内の市町村（以下「市町村」という。）が、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）の実施に

要する経費を補助するものとし、予算の範囲内で補助金を交付する。 

(1) 住民等の円滑な避難又は一時移転を確保するための交通誘導対策等の強化に係る事業 

(2)  地域防災計画（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１０号に掲げる地域防

災計画をいう。）に位置付けられた避難経路上の改善に係る事業 

 (3) 避難を円滑に行うための課題調査、効果検証及び事業効果の普及その他住民の円滑な避難又は一

時移転の確保に係る事業であって知事が必要と認めるもの 

２ 補助事業のうち、前項第１号から第３号に該当する事業を実施する場合には、次に掲げるいずれの

要件も満たすものとする。 

  (1) 本事業の目的は、住民避難の円滑化であることから、前項第１号又は第２号のほか、第３号を必

ず実施することとし、第１号のみまたは第２号のみを実施する場合は、補助対象外とする。 

（2） 前項第３号の事業にあたっては、事業初年度に課題調査、事業最終年度に効果検証及び事業効

果普及を行うこととし、その結果、避難円滑化の効果が認められないものや課題の解消に至らない

事業は補助対象外とする。また、本事業実施後の維持管理経費は補助対象外とする。 

(3)  事業実施期間は最長３か年を上限とし、事業完了後は速やかに事業内容をホームページで公表

するなど積極的な広報に努めること。 

３ 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の区分及び補助率は別表のとおりとする。 

 

 （交付の申請） 

第４条 市町村は、補助金の交付を受けようとするときは、知事に対し、補助金交付申請書を提出

しなければならない。 

２ 前項の補助金の交付の申請に必要な書類は、次のとおりとする。 

(1) 補助金等交付申請書（別記第１号様式） 

 (2) 事業計画書（別記第２号様式） 

 (3) 補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式） 

 (4) 経費の配分調書（別記第４号様式） 

 (5) 事業予算書（別記第５号様式） 

 (6) 電子交付申出書兼メールアドレス確認書（別記第６号様式）（道から補助金の交付を申請しよう

とする者に対して行われる通知等について、電子交付（通知等の内容を記録した電磁的記録に、電

子署名を行い、補助金の交付を申請しようとする者がクラウド上で受領できる交付方法）を希望す

る場合に、提出すること。） 

 (7) その他知事が別に指示する書類 
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３ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。 

(1) 提出期間 別途指示する 

(2) 提出先  北海道総務部危機対策局原子力安全対策課 

 

（交付の決定） 

第５条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定を行い、市町村に通知するものと

する。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 知事は補助金の交付の申請があったときは、その内容を精査し、適当と認めたときは速やかに

交付の決定を行い、別記第７号様式により、申請者に交付の決定の内容及び交付の条件を通知するも

のとする。  

 

（申請の取下げ） 

第７条 市町村は、第５条の規定による補助金の交付の決定の通知を受けた場合において、当該通知に

係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、当該申請を取り下げようとす

るときは、当該通知を受けた日から１０日以内に別記第８号様式による補助金等交付申請取下書をも

って知事に申し出なければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったも

のとみなす。 

 

（補助事業の変更） 

第８条 市町村は、補助事業の内容の変更をしようとするときは、補助事業等変更承認申請書（別記第

９号様式）に第４条第２項に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、次のいずれかに該当するときはこの限りでない。  

(1) 区分ごとの配分額のうちいずれか低い額の１５パーセント以内の範囲内で変更する場合 

（2）補助目的に変更をもたらすものではなく、より能率的な補助目的達成に資するものと考えられる

場合 

(3) 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第９条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじめ知事に補助事

業等中止（廃止）承認申請書（別記第１０号様式）を提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業の執行の遅延又は不能） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が期限までに完了しないとき又はその遂行が困難となったときは、

速やかに知事に補助事業等執行遅延（不能）報告書（別記第１１号様式）を提出し、その指示を受け

なければならない。 

 

 （状況の報告） 

第１１条 知事は、補助事業等の円滑適正な執行を図るために必要があると認めるときは、補助事業者

に対して当該補助事業の遂行の状況に関し、報告を求め、又は当該職員に調査をさせることができる。 

 

 （工事完成届等） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る建設工事が完了したときは、速やかに別記第１２号様式によ

る補助事業等に係る工事完成届を知事に提出するものとする。 
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 （実績の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（当該事業の廃止の承認を受けた場合を含む。）は、

補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その承認の通知を受けた日）から起算

して１５日以内又は別に指示する日のいずれか早い日までに、別記第１３号様式による補助事業等実

績報告書に、次に掲げる書類を添付の上、知事に提出しなければならない。 

   (1) 事業実績書（別記第１４号様式） 

 (2) 補助金等精算書（別記第１５号様式） 

  (3) 事業精算書（別記第１６号様式） 

 

 （補助金の額の確定等） 

第１４条 知事は、前条の規定による報告書を受理したときは、当該報告に係る書類の審査及び必要に

応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（補助金の支払） 

第１５条 知事は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に補助金を支払うものとす 

る。ただし、必要があると認められる場合には、概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により概算払で補助金の支払を受けようとするときは、別記第１７号様

式による補助金等概算払申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（補助事業の経理等） 

第１６条 補助事業者は、補助金事業の経理について補助金事業以外の経理と明確に区分し、その収支

の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補

助金事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければならない。 

  ただし、処分を制限された取得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき

期間を超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存されなければならない。 

 

（財産の管理等） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければなら

ない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、補助金事業により取得した設備その他の財産（取得価格及び効用の増加価格

が単価５０万円未満のものを除く。）を補助金の交付の目的に反して使用し、譲り渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供しようとするときは、別記第１８号様式による財産処分承認申請書を知事に提

出し、その承認を受けなければならない。ただし、知事が別に定める財産の処分の制限期間を経過し

た場合は、この限りではない。 

 

（電子メールによる申請等） 

第１９条 補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知につい

ては、当該申請等に係る書類の電磁的記録を別に指定する電子メールアドレスに電子メールを送信す

る方法により行うことができる。 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年３月３１日から施行する。 
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別 表 

補助対象経費の区分 補助対象経費の説明 補助率 

一 交通誘導対策等 

ア 調査設計費 

イ 設備・資機材購入費 

ウ 工事費 

１０／１０以内 

二 避難経路改善 

ア 測量調査設計費 

イ 設備・資機材購入費 

ウ 用地費 

エ 工事費 

１０／１０以内 

三 避難円滑化課題調査等 

ア 調査事業費 

イ 旅費 

ウ 会議費 

１０／１０以内 

 


